海士町告示　　号

　海士町木造住宅耐震診断事業費補助金交付要綱を次のように定める。

　　平成２３年８月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 海士町長 　山 内　道 雄
海士町木造住宅耐震診断事業費補助金交付要綱

　（趣旨）

第１条　海士町耐震改修促進計画に基づき、住宅の耐震改修を促進し地震に対する安全性の向上を図るため、木造住宅の耐震診断を行う者に対して、海士町木造住宅耐震診断事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、海士町補助金等交付規則(昭和４１年５月１２日海士町規則第１２号)に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。

　（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。

1)木造住宅　
柱、梁等の主要構造部が木造の一戸建での住宅（店舗等の用途を兼ねるものにあっては、店舗等の用に供する部分の床面積が延べ面積の２分の１未満のものに限る。）

　   2)耐震診断　
財団法人日本建築防災協会による「木造住宅の耐震診断と補強方法」に定める一般診断法又は、精密診断法に基づく既存木造住宅の地震に対する安全性の評価

　（補助対象住宅）

第３条　補助金の交付の対象となる住宅（以下「補助対象住宅」という。）は、次の各号いずれにも該当するものとする。

(1)海士町内に所在する住宅で、現に住んでいる住宅。

(2)昭和５６年５月３１日以前に竣工済み、又は建築に着手された木造住宅であること。

　   (3)階数が２階以下であって、一戸建て住宅、併用住宅、長屋建て住宅又は共同住宅であること。

(4)同一敷地内にすでに補助金を受けた木造住宅（長屋建て住宅又は共同住宅を除く。）がないこと。

　（補助対象者）

第４条　補助金の交付の対象となる者は、次の各号いずれにも該当するものとする。

　(1)海士町に住民票をおき居住するもの
　(2)対象住宅の所有者又は固定資産税の納税義務者で未納がないもの。

(3)国、地方公共団体又は独立行政法人でないもの。

(4)海士町木造住宅耐震診断補助金の交付を受けたことのないもの
　（補助対象経費等）

第５条　補助対象経費等は、次の表のとおりとする。

	補助対象経費
	補助率
	補助額
	補助限度額

	補助対象住宅の耐震診断に要する経費
	２／３以内
	補助対象経費に補助率を乗じた額。ただし、百円未満の端数は、切り捨てる。
	６０,０００円



２　補助金の交付額は、予算の範囲内で交付するものとする。

　（補助金の交付申請）

第６条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、木造住宅耐震診断事業費補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。

　⑴　耐震診断を受けようとする補助対象住宅の付近見取図

　⑵　建築士事務所に所属する一級建築士又は、耐震診断士（島根県知事が指定した木造住宅耐震診断講習会を受講した者をいう。）が作成した耐震診断業務の見積書

　⑶　建築時期を確認できる資料

　⑷　長屋建て住宅又は共同住宅の場合は、入居者全員の同意書

　⑸　貸家の場合は、借家人の同意書

　⑹　その他耐震診断を行う上で資料となる図面及び建築確認通知書の写し等

　（補助金の決定等）

第７条　町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し適当と認めるときは、木造住宅耐震診断事業費補助金交付決定通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。

　（補助金の変更等）

第８条　前条の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、耐震診断の実施計画の内容を変更又は、耐震診断を中止しようとするときは、海士町木造住宅耐震診断事業費補助金変更・中止承認申請書（様式第３号）を町長に提出し、承認を受けなければならない。

　（実績報告）

第９条　補助事業者は、海士町木造住宅耐震診断事業費実績報告書（様式第４号）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。

　(1)　建築物についての耐震診断の結果が確認できるもの

　(2)　耐震診断に要した費用の領収書の写し

　(3)　前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類

　（補助金の確定）

第１０条　町長は、前条の規定により提出された実績報告書を審査し、補助金の交付決定の内容に適合すると認めたときは、補助金の交付額を確定し、海士町木造住宅耐震診断事業費補助金確定通知書（様式第５号）により、速やかに補助事業者に通知する。

　（補助金の交付）

第１１条　補助金は、補助事業者が事業を完了した後において交付する。

２　補助事業者は、前項の規定により補助金の交付を受けようとするときは、海士町木造住宅耐震診断事業費補助金交付請求書（様式第６号）を町長に提出しなければならない。

　（雑則）

第１２条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

　　　附　則

１　この告示は、平成２３年８月１日から施行する。

２　この告示は、平成２５年３月３１日限り、その効力を失う。

